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マニラ地区洪水制御排水事業（Ⅱ） 気象通信網整備事業

■借款概要

■事業概要

ポンプ場の建設及び河川・排水路改修を行うことに

より、マニラ首都圏の中でも特に洪水被害の多いマニ

ラ市のビタス地区及びサンアンドレス地区の洪水時の

被害軽減を図るもの。

■評価結果

ビタス、バルット及びサンアンドレスの３ヵ所の新

設ポンプ場は、完成後、順調に稼動しており、各地の

最大水深と浸水時間は事業前（1995年）と比較すると

事業後は大きく低下しており、洪水程度の軽減効果が

認められる。また、マニラ市の避難世帯数をみると、

台風により大きな被害の出た1998年を例外とすると、

低下傾向にあり（1996年492世帯、2000年266世帯）、

本事業の効果を認める事ができる。一方、住民（不法

居住者）移転に想定以上の時間を要し、事業全体の遅

延の原因となったが、実施機関によると、比国法に準

拠して適切に行われ、特に大きな問題はないとのこと

である。維持管理機関によると、施設の管理状態は概

ね良好であるが、維持管理上の問題は、住民が排水路

に投棄するゴミでポンプ場の運転に支障をきたしてい

る事である。同国政府と地方自治体の体系的な取り組

みが必要となっている。

承諾額/実行額

借款契約調印

借款契約条件

貸付完了

10,818百万円/9,058百万円

1988年1月

金利3.0%、返済30年（据置10年）

1998年4月

ビタスポンプ場

フィリピン

マニラ地区洪水制御排水事業（Ⅱ）

■借款概要

■事業概要

気象情報システムを整備・更新することにより、台

風を含む気象情報の精度を高めるとともに、迅速に気

象データや情報をやりとりすることにより、災害の軽

減を図ろうとするもの。

■評価結果

本事業の目的のうち、情報通信速度の向上について

は、移動体通信システムとの混信問題等からデータ収

集効率が極めて低く、効果は現時点では発現していな

い。一方、観測精度の向上については、機器の更新・

統一化により、適確な気象情報の提供が可能となった。

混信の問題については、現在、移動体通信事業者が本

気象通信事業と重複使用している周波数帯を使用しな

い方向でほぼ調整がついており、混信の問題は今後解

決する見込みである。

実施機関であるフィリピン気象庁（PAGASA）に

は運営・維持管理上の予算不足といった問題があるこ

とから、効果の持続性のためには実施機関の財務面お

よび組織面での強化が併せて必要である。

承諾額/実行額

借款契約調印

借款契約条件

貸付完了

4,986百万円/4,971百万円

1990年2月

金利2.7%、返済30年（据置10年）

1998年5月

テレコミュニケーション・タワー

フィリピン

気象通信網整備事業


